
1．はじめに 

不動産の共有状態を解消する場合に行われるのが不

動産現物の「共有物の分割」です。この場合、持ち分

に応じて分割がされる等の所定の要件を満たすと、不

動産取得税では形式的な所有権の移転等に当たるとし

て非課税となります。ただし、当該不動産の取得者の

分割前の当該共有物に係る持分の割合を超える部分の

取得は除かれます（地法 73 条の 7①2 の 3 括弧書き、

以下、持分超過部分規定という。）。今回は、分割前の

当該共有物に係る持分の割合を超える部分の取得につ

いて整理します。 

2．平成 13年の改正 

不動産取得税は、土地や家屋の「取得」に課税され

る都道府県税です（地法 73 条の 2①）。ただし、形式

的に不動産の所有権を移転したものとされる所定の

「取得」は非課税とされます（地法 73 条の 7）。共有

物である不動産を分割した場合についても、もともと

「不動産の取得」として不動産取得税の課税対象に含

められるのですが、平成 13 年の改正前の実務では、

共有であった不動産を分割した場合、その分割が持分

に応じて単純に分割するケースについては、通達によ

って非課税として運用されていました。 

ところが、東京高等裁判所平成 10 年 8 月 5 日判決

で、法に基づかない非課税事由を通達で設定すること

は税法上問題であると判示したことに伴い、通達の非

課税措置を地方税法上明らかに規定することが求めら

れた結果、平成 13 年に上記の持分超過部分規定が新

設された経緯があります。 

3．分割前持分の割合を超える部分の取得とは？ 

そこで、実務上問題となるのは、不動産取得税が課

税される「当該不動産の取得者の分割前の当該共有物

に係る持分の割合を超える部分の取得」は、どのよう

に認識されるか、ということです。 

考え方は、①分割前の土地の評価額の持ち分の金額

と②分割後に取得した土地の評価額を前提として、超

過部分については、②の分割後の評価額が①の分割前

の評価額の持ち分の金額より高い部分とするものです。

ポイントは、①と②の金額をどのように算定するかと

いう点です。この場合は通常、土地に固定資産税評価

額がある場合にはその価格を、ない場合には改めて固

定資産評価基準により評価した価格を用いることにな

ります（地法 73条の 21①②）。 

これについて、「地方税の施行に関する取扱いについ

て（道府県税関係）第 5章・第 1・5の 2⑴」では、次

のように注釈をつけています。 

「持分の割合とは、原則として、不動産の価格の割

合と解すべきものであるが、意図的に租税回避を図ろ

うとする意思が認められない場合については、不動産

の面積の割合によっても差し支えないこと。」 

4．最高裁の判決について 

 最高裁が原審を破棄して自判した令和 2 年 3 月 19

日判決は、兄弟で各々2 分 1 の持ち分で遺贈を受けた

1,200㎡弱の土地の分割が問題となったものでした。 

具体的には、分割に際し相続税の財産評価基本通達

に照らして差額が出ないように配慮し、620 ㎡弱と

570 ㎡弱に分筆、兄が 620 ㎡の方を取得したところ、

分割後の土地の評価額に関し、地積比で約 100万円分

の持分超過部分があるとして不動産取得税が課税され

たため、その取消しを求めて裁判に発展したものです。 

一審は当初の課税処分を支持しましたが、二審では、

分割前の一画地は、所有者が異なる土地をそれぞれ拠

出している関係にあるため、分割後のそれぞれの土地

の価格の割合で按分するのが公平、分割前の評価額を

基に分割後の地積比で按分して兄の評価額を出すのは

違法として、課税処分の取消を認容しました。 

争点の重要なポイントは、分筆した土地が一体利用

されていたことから、これを一画地として評価すべき

か、それとも分筆後の土地ごとに評価すべきか、とい

う点です。 

これに対し最高裁は、問題の土地が一体として駐車

場として利用されている事実関係があったことを前提

に、分割後の土地の評価額は地積ベースですることと

結論付けました。その理由の概要は次のとおりです 

「固定資産評価基準により、形状や利用状況からみ

て一体をなしていると認められる「隣接する 2筆以上

の宅地」は一画地として認定し評価することになるか

ら、その単位面積当たりの評価額は、この土地全体に

当てはまる。この場合の分割後の各筆の評価額は、単

位面積当たりの評価額に分割後の各筆の地積を乗じる

ことにより算出されるものというべき。」共有物分割の

ため分筆する際には、注意しておきたい判例でした。 
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